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北海道恩給条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道恩給条例施行規則の一部を改正する規則
北海道恩給条例施行規則（大正 年北海道庁令第 号）の一部を次のように改正する。
第 条及び第 条を次のように改める。
第 条及第 条 削除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

特定工業等導入地区等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する
規則をここに公布する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

特定工業等導入地区等における道税の課税の特例に関する条例施行規則の一部を改正
する規則

特定工業等導入地区等における道税の課税の特例に関する条例施行規則（昭和 年北海道
規則第 号）の一部を次のように改正する。
第２条第２項中「、第 条」を削る。
第 条第１項中「 万円」を「 万円」に改める。
第 条第１項中「第 条第１項の表の第１号」及び「第 条第１項の表の第１号」の次に

「若しくは第２号」を加える。
第 条の見出しを「（条例第 条の規則で定める産業業務施設及び 屋の部分）」に改め、

同条第１項から第３項までを削り、同条第４項中「及び第 条」を削り、同項第２号中「
屋の床面積」の次に「（機械室、廊下、階段その他共用に供されるべき部分の床面積を除く。
以下この号において同じ。）」を加え、同項を同条第１項とし、同条中第５項を第２項とし、
第６項及び第７項を削る。
別記第３号様式その３末尾欄外注３の事項を次のように改める。
３ 対 地区が拠点地区の場合は、１に掲げる書類のほか、主務大臣の認定を受けた移
転計画に従って移転したことを明らかにする書類を添付してください。

別記第３号様式その４末尾欄外注１ 及び の事項中「拠点地区又は」を削り、同注中３
の事項を削り、４の事項を３の事項とし、同注５の事項中「拠点地区又は」を削り、同事項
を同注４の事項とし、同注中６の事項を５の事項とする。
別記第４号様式その３末尾欄外摘要１の事項中「拠点地区又は」を削る。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の特定工業等導入地区等にお
ける道税の課税の特例に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第 条の
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規定は、平成 年４月１日から適用する。
２ 改正後の規則第 条の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に
新設され、又は増設される設備について適用し、施行日前に新設され、又は増設された設
備については、なお従前の例による。
３ 平成 年４月１日から施行日から起算して２月を経過する日の前日までの間において、
改正後の規則第 条第１項に規定する半島振興対策実施区域特別償却設備を新設し、又は
増設した者に係る特定工業等導入地区等における道税の課税の特例に関する条例施行規則
（以下「特工規則」という。）第４条の規定による申請の期限は、同条の規定にかかわら
ず、施行日から起算して２月を経過する日とする。
４ 平成 年４月１日以後に改正後の規則第 条第１項に規定する半島振興対策実施区域特
別償却設備を新設し、又は増設した者について、特工規則第６条の規定による申請の期限
が施行日から起算して２月を経過する日の前日までに到来する場合にあっては、当該申請
の期限は、同条の規定にかかわらず、施行日から起算して２月を経過する日とする。
５ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の特工規則の規定に基づいて作成されて
いる用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調
整をして使用することを妨げない。

租税特別措置法の一部改正に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

租税特別措置法の一部改正に伴う関係規則の整理に関する規則
（北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定
める規則の一部改正）
第１条 北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲
を定める規則（平成 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正する。
第２条の表１の項の 中「第 条の２第２項第 号ハ、第 条の３第４項第 号ハ」を

「第 条の２第２項第 号ハ、第 条の３第４項第 号ハ」に改め、同表２の項中「第
条の２第２項第 号ニ、第 条の３第４項第 号ニ」を「第 条の２第２項第 号ニ、第
条の３第４項第 号ニ」に改める。

（租税特別措置法の規定に基づく優良宅地の認定事務に関する規則の一部改正）
第２条 租税特別措置法の規定に基づく優良宅地の認定事務に関する規則（昭和 年北海道
規則第 号）の一部を次のように改正する。
第１条、第２条第１項、第７条、別記第１号様式及び別記第３号様式中「第 条の２第

２項第 号ハ」を「第 条の２第２項第 号ハ」に、「第 条の３第４項第 号ハ」を

「第 条の３第４項第 号ハ」に改める。
（租税特別措置法の規定に基づく優良住宅の認定事務に関する規則の一部改正）
第３条 租税特別措置法の規定に基づく優良住宅の認定事務に関する規則（昭和 年北海道
規則第 号）の一部を次のように改正する。
第１条、第３条第１項及び第２項、第４条第１項及び第２項、別記第１号様式、別記第
２号様式並びに別記第５号様式中「第 条の２第２項第 号ニ」を「第 条の２第２項第
号ニ」に、「第 条の３第４項第 号ニ」を「第 条の３第４項第 号ニ」に改める。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている
用紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、
必要な調整をして使用することを妨げない。

北海道告示第 号

北海道青少年保護育成条例（昭和 年北海道条例第 号）第４条第１項の規定により、次
の興行を有害興行として指定する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

救急病院等を定める省令（昭和 年厚生省令第８号）第１条第１項の規定による次の救急
病院及び救急診療所から、同項の申出を撤回する旨の届出があった。
なお、届出のあった救急病院及び救急診療所の所在地及び申出撤回日は、省略し、北海道
保健福祉部医療政策課に備え置いて縦覧に供する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

興行の
種 別 興 行 の 題 名 制作会社又は

配 給 会 社
指定の
範 囲 指 定 の 理 由

映 画 人妻○裏盗撮 背徳の情交 オーピー映画

全 部

著しく粗 性を助長し、性的感
情を刺激し、又は道義心を傷つ
けるもの等であって、青少年の
健全な育成を害するおそれがあ
ると認められるため

同 エプロン寮母 からみつく痴態 新日本映
同 刺青 婦 つるむ 同
同 ノーパン秘書 中出し接待 オーピー映画
同 ミスピーチ 巨乳は桃の甘み 同

告 示
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町立穂別病院（穂別町）
医療法人幸陽会中垣脳神経外科病院（滝川市）
こが病院（網走市）

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第 号（救急病院及び救急診療所の認定）の一部を次のように改正
する。

平成 年７月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

札幌市の項医療法人野中整形外科病院の事項中「医療法人野中整形外科病院」を「医療法
人野中整形外科内科病院」に改め、同項医療法人三和会札幌南整形外科病院の事項中「平成

」を「平成 」に改め、同項医療法人社団明日佳桜台病院の事項中「医療法
人社団明日佳桜台病院」を「医療法人社団明日佳桜台江仁会病院」に改め、同項札幌社会保
険総合病院の事項中「平成 」を「平成 」に改める。
函館市の項医療法人函館渡辺病院の事項中「平成 」を「平成 」に改め、

同項社会福祉法人函館共愛会共愛会病院の事項中「社会福祉法人函館共愛会共愛会病院」を
「共愛会病院」に改める。
旭川市の項豊岡中央病院の事項中「平成 」を「平成 」に改める。
釧路市の項医療法人孝仁会星が浦病院の事項中「平成 」を「平成 」に改

める。
帯広市の項社会福祉法人北海道社会事業協会帯広病院の事項中「平成 」を「平成

」に改める。
網走市の項中「こが病院 網走市南５条西２丁目３番地 平成 」を「医療法人社

団朗愛会こが病院 網走市南５条西２丁目３番地 平成 」に改める。
苫小牧市の項医療法人社団医修会とまこまい脳神経外科の事項中「平成 」を「平

成 」に改める。
滝川市の項中「医療法人幸陽会中垣脳神経外科病院 滝川市西町１丁目２番５号 平成

」を「滝川脳神経外科病院 滝川市西町１丁目２番５号 平成 」に改める。
石狩市の項石狩幸惺会病院の事項中「平成 」を「平成 」に改める。
砂原町の項を削る。
森町の項中「森町国民健康保険病院 茅部郡森町字上台町 番地 平成 」を

「医療法人雄心会新都市砂原病院 茅部郡森町字砂原１丁目 番地 平成
森町国民健康保険病院 茅部郡森町字上台町 番地 平成 」

に改

める。
穂別町の項を削る。

広尾町の項広尾町国民健康保険病院の事項中「平成 」を「平成 」に改め
る。

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成 年７月 日から 日間、一般の縦覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
南陽第２ 農地保全整備（農地保全） 北海道上川支庁
清 賀 畑地帯総合整備［担い手育成型］（農業用用排水、農道、区画整理、暗きょ、土層改良） 北海道日高支庁

北海道告示第 号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和 年法律第
号）第 条の２第３項の規定により公告する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地区名 事 業 の 種 類 完了年月日
大狩部 農免農道整備 平成
士幌南 畑地帯総合整備［担い手育成型］（農業用用排水） 同
同 同 （農道） 同
同 同 （暗きょ、土層改良） 同
同 同 （農地保全） 同 元
斗 満 同 （農道） 同
同 同 （農業用用排水） 同
同 同 （暗きょ） 同
西春別 畜産担い手育成総合整備［担い手支援型］（農道） 同
南知床 中山間地域総合整備（暗きょ） 同
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北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 上川郡鷹栖町 の２（次の図に示す部分に限る。）

保安林として指定された目的 公衆の保健
解 除 の 理 由 公園用地とするため

２ 解除に係る保安林の所在場所 上川郡鷹栖町 の２（次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 名所又は旧跡の風致の保存
解 除 の 理 由 公園用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道上川支庁経済部林務課及び鷹栖町役場に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和 年
法律第 号）第 条の規定による通知があった。

平成 年７月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 解除予定保安林の所在場所 別市（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 水源のかん養
解 除 の 理 由 道路用地とするため

２ 解除予定保安林の所在場所 河東郡鹿追町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 水源のかん養
解 除 の 理 由 指定理由の消滅

３ 解除予定保安林の所在場所 河東郡鹿追町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
解 除 の 理 由 指定理由の消滅

南知床 中山間地域総合整備（農道） 平成

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のとおり土地改
良事業の工事の完了の届出があった。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

事 業 主 体 名 地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
てしおがわ土地改良区 仲 線 災害復旧（農業用施設） 平成
同 桜 岡 同 同
富良野土地改良区 富 原 同 同
鹿 追 町 中 瓜 幕 基盤整備促進［基盤整備］（農道） 同
清 水 町 上清水更生 同 同
士 幌 町 北 開 東 同 同
大 樹 町 中 島 西 同 同
広 尾 町 紋 別 同 同
豊 頃 町 北 誉 同 同
陸 別 町 南 斗 満 同 同
上 士 幌 町 清 進 災害復旧（農業用施設） 同
同 酪 進 同 同
同 八 千 代 同 同
池 田 町 昭 栄 ５ 同 同
同 昭 栄 ６ 同 同
同 豊 田 １ 同 同
同 豊 田 ２ 同 同
同 豊 田 ３ 同 同
同 豊 田 ４ 同 同
同 川 合 同 （農地） 同
池 田 土 地 改 良 区 東 台 １ 同 （農業用施設） 同
同 千 代 田 同 同
豊 頃 町 礼 文 内 １ 同 同
同 礼 文 内 ２ 同 同
浦 幌 町 統 太 同 （農地） 同
同 朝 日 １ 同 同

同 朝 日 ２ 同 同
同 朝 日 ３ 同 同
別 海 町 北 本 別 基盤整備促進［基盤整備］（農道） 同
同 北 鳴 同 同
標 津 町 川北北５線 同 同
同 川北南５線 同 同
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４ 解除予定保安林の所在場所 瀬棚郡北檜山町（国有林。次の図に示す部分に限
る。）

保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

５ 解除予定保安林の所在場所 三笠市（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 水源のかん養
解 除 の 理 由 道路用地とするため

６ 解除予定保安林の所在場所 島牧郡島牧村（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

７ 解除予定保安林の所在場所 夕張郡長沼町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 用排水路用地とするため

８ 解除予定保安林の所在場所 夕張郡長沼町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

９ 解除予定保安林の所在場所 小 市（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 水源のかん養
解 除 の 理 由 指定理由の消滅
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部治山課並びに関係市役所及び町
村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条の規定による保
安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を大成町役場の掲示場に掲示する。その要旨は、平成 年北

海道告示第 号のとおりである。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
所在が不分明な者
久遠郡大成町字長磯 の２所在の森林について所有権を有する 田 岸 ミ サ
久遠郡大成町字長磯 の２所在の森林について所有権を有する 高 谷 繁 作
久遠郡大成町字長磯 所在の森林について所有権を有する 佐 藤 倉 吉
久遠郡大成町字長磯 の４ほか２筆所在の森林について所有権を有する

横 山 ナ カ

地方公務員等共済組合法（昭和 年法律第 号）第 条第３項及び同法施行規程第 条
の２の規定により、北海道市町村職員共済組合及び北海道都市職員共済組合から、平成 年
度の決算について登載依頼があった。
平成 年７月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北 海 道 市 町 村 職 員 共 済 組 合 公 告

北海道市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成 年度決算の要旨を公告する。
平成 年６月 日

北海道市町村職員共済組合理事長 小 川 公 人

公 告

１ 組合に属する地方公共団体等

市 町 村 一部事務組合等 合 計

２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一般組合員（一般職） 一般組合員（特別職） 市町村長組合員 特定消防組合員 継続長期組合員 任意継続組合員 合 計

組 合 員 数（人）

給 料 月 額（百万円）：長期

〃 ：短期

一人当たり給料月額（円）：長期
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〃 ：短期

３ 組合職員の数は、次のとおりである。 （単位：人）

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 計

人 員

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
損益計算書の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金支払

（収 入）

負 担 金

掛 金

施 設 収 入 ・ 商 品 売 上

基 礎 年 金 交 付 金

利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 収 入

他 経 理 か ら 繰 入 金

前 年 度 支 払 準 備 金

前年度繰越長期給付積立金

前 期 損 益 修 正 益

計

（支 出）

給 付 金

役 職 員 給 与

旅 費 ・ 事 務 費

商 品 仕 入

飲 食 材 料 費
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委 託 費

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

基礎年金拠出金・負担金

他 経 理 へ 繰 入 金

そ の 他 支 出

次 年 度 支 払 準 備 金

次年度繰越長期給付積立金

前 期 損 益 修 正 損

固 定 資 産 除 却 損

計

差引当期利益（損失）金

※短期の差引当期利益（損失）金欄は上欄は短期分、下欄は介護に係る差引当期利益（損失）金です。

貸借対照表の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金支払

（資 産）

流 動 資 産

固 定 資 産

計

（負 債）

流 動 負 債

固 定 負 債

剰 余 金 又 は 欠 損 金
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計

北 海 道 都 市 職 員 共 済 組 合 公 告
北海道都市職員共済組合定款第 条の規定に基づき、平成 年度決算の要旨を公告する。
平成 年６月 日

北海道都市職員共済組合理事長 新 宮 正 志

１ 組合に属する地方公務員等

市 一部事務組合等 合 計

２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一 般 組 合 員 市 長 組 合 員 特 定 消 防 組 合 員 長期 継続長期組合員 任 意 継 続 組 合 員 合 計

組 合 員 数（人）

給 料 月 額（百万円）
長 期

短 期

１人当たり給料月額（円）
長 期

短 期

３ 組合職員の数は、次のとおりである。 （単位：人）

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 計

人 員

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
損益計算書の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形 基礎年金支払

（収 入）

負 担 金

掛 金

施 設 収 入 ・ 商 品 売 上

基 礎 年 金 交 付 金

利 息 及 び 配 当 金
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そ の 他 収 入

他 経 理 か ら 繰 入 金

前 年 度 支 払 準 備 金

前年度繰越長期給付積立金

計

（支 出）

給 付 金

役 職 員 給 与

旅 費 ・ 事 務 費

商 品 仕 入

飲 食 材 料 費

委 託 費

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

介 護 納 付 金

基礎年金拠出金負担金

他 経 理 へ 繰 入 金

そ の 他 の 支 出

次 年 度 支 払 準 備 金

次年度繰越長期給付積立金

計

差 引 当 期 利 益 金
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監査公表第４号

地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第４項の規定により実施した平成 年度に係
る財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理の監査の結果に基づき講じた措置につ
いて、同条第 項の規定により、知事等から通知があったので、次のとおり公表する。
（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、監査委員事務局総務課に備え置いて一般の
縦覧に供する。）
平成 年７月 日

北海道監査委員 橋 由紀雄
北海道監査委員 加 藤 唯 勝
北海道監査委員 徳 永 光 孝
北海道監査委員 宮 間 利 一

北海道警察本部告示第 号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成 年７月 日

北海道警察本部長 刈 勝 治
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
警察官（男性）用夏服上衣（長袖） 着
警察官（男性）用夏服上衣（半袖） 着

２ 落札を決定した日
平成 年６月３日

３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 株式会社西武百貨店
住 所 東京都豊島区南池袋１丁目 番１号

４ 落札金額
円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

貸借対照表の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形 基礎年金支払

（資 産）

流 動 資 産

固 定 資 産

繰 延 資 産

欠 損 金

計

（負 債）

流 動 負 債

固 定 負 債

剰 余 金

計

道 監 査 委 員 公 表

道 警 察 本 部 告 示
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６ 一般競争入札の公告
平成 年４月 日付け北海道警察本部告示第 号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道警察本部総務部会計課
所在地 札幌市中央区北２条西７丁目
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